　　年　　月　　日

協働事業　経費(予算の妥当性の検討)確認シート

事業提案書の提出時に、以下の事項等を団体・事業担当課の相互で確認・検討し、提出してください。
	№
	☑チェック　　　　　　　　　　　　　　項　目
	確認欄

	人件費

	１　団体外部の人に対するものか？

	①
	□外部講師を依頼する場合、講師謝礼額（謝金）は適正か？
	

	②
	□業務の一部を外注する場合、事業者等への委託か？見積書の確認は？
	

	２　団体内部の人やボランティアに対するものか？　

	ア．労働の対価（賃金・謝金）と考えた場合

	③
	□一定時間以上の雇用の場合、労働基準法との兼ね合いや、労災保険・雇用保険・源泉所得税などは問題ないか？
	

	④
	□賃金（雇用）か、謝金（有償ボランティア）かを項目に記載しているか？
　※謝金の場合は項目に人件費とは記載しないでください。
	

	⑤
	□事業に必要な内容か？適正な単価を設定したか？作業内容や算出根拠（単価・時間・日数・回数等）は適切か？

※「人件費の参考基準」などを参照。
	

	⑥
	□内部の講師へ謝礼する場合、支出の必要性や妥当性、講師謝礼額の単価設定などは適正か？
	

	イ．ボランティア謝金（実費弁償や謝礼的なもの）と考えた場合

	⑦
	□内部会員、外部ボランティアの場合、作業内容や算出根拠（単価・時間・日数・回数等）は適切か？　　※「人件費の参考基準」などを参照。
	

	市の支出対象外の予算計上（食糧費等）

	⑧
	□食糧費等の市の支出対象外の予算計上はあるか？それは事業に必要か？

※外部講師に対する飲食費は、原則、講師謝礼に含める形とする。
	

	⑨
	□食糧費等の対象外の支出をする場合、団体の支出や事業収入（参加費等）などから支出しているか？　　　※市の支出から、食糧費等の支出は不可。
	

	印刷費

	⑩
	□チラシ・冊子・報告書作成は、庁内印刷を活用できないか？
	

	備品・器具類

	⑪
	□備品等を購入する場合、団体や市の備品等の利用・代用はできないか？
	

	⑫
	□事業終了後の備品（５万円以上）の活用等（市所有とする、または、団体所有とし同様の事業で活用するなど）をどうするのか？
	

	⑬
	□団体所有とした場合、同様の事業が継続できない、あるいは、団体が消滅した時等の担保措置について、取り決めたか？　⇒詳細は契約書へ記入

（□市に無償返却する　　□減価償却残存価格分を市に返金　　□その他）
	

	⑭
	□設置物（看板等）がある場合、事業終了後の管理は取り決めたか？
	

	その他

	⑮
	□広報は、市の広報媒体（ＨＰや広報紙など）を活用できないか？
	

	⑯
	□助成金等がある場合、予算書の収入欄に内容が明記されているか？
	


